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１．住宅業界の動向

２．令和６年度 予算概算要求 及び
令和５年度 補正予算案の概要

３．住宅業界が抱える課題
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景況感改善、賃上げ期待 円安が製造業の業績押し上げ

※ 2023年10月2日 日本銀行調査統計局 『全国企業短期経済観測調査（2023年9月）』

◇日銀が2023年10月2日発表した9月の全国企業短期経済観測調査（短観）では、供給制

約が解けて円安効果が強く出ている大企業製造業だけでなく訪日客増なでで非製造業
も改善した。先行きは中国の景気リスクなど不透明さがあるが、円安で業績を押し上げら
れた企業が賃上げに前向きになれば物価と賃金上昇の好循環の芽になる。

大企業と中小企業の業況判断指数
（DI、「良い」－「悪い」） 大企業 製造業
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（兆円） 【家計の金融資産残高】

◇家計の金融資産が拡大している。日銀が2023年9月20日発表した2023年4～6月期の資
金循環統計（速報）によると、23年6月末時点で家計の金融資産は前年同期比4.6%増の
2115兆円と初めて2100兆円を超え、過去最高を更新した。

◇個人の金融資産を最も押し上げたのは、今春以降の株価上昇だ。日経平均株価は4～6
月に5,147円（18%）上昇して保有株価が膨らんだ。日本株の資産効率改善や割安感に
着目した海外投資家の買いが広がった。

（出典）2023年9月20日 日本銀行 『2023年第2四半期の資金循環（速報）』資料より

2023年6月末残高
2,115兆円の内訳

（100%）

現金・預金
1,117兆円
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保険・年金・定型保証
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1.4倍

家計の金融資産、株高が押し上げ２１１５兆円で最高 ６月末
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３ ２０７０年、１割は外国人に 進む少子化、総人口８７００万人

※ 2023年4月27日 朝日新聞デジタル 『2070年、１割は外国人に 進む少子化、総人口8700万人 厚労省推計』より
※ 2023年1月27日 厚生労働省 『「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和4年10月末現在）』

◇2070年に日本の総人口は8,700万人まで減少し、その1割は外国人（約940万人）－－。
厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所が2023年4月26日、長期の人口動向を見
通す将来推計人口を公表した。

◇少子化が進み、人口は今の７割まで減少する一方、外国人の割合は５倍になる見込み。
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※外国人建設就労者：時限的措置（2020年度で新規受け入れを終了予定）のオリンピック・パ

ラリンピック東京大会の建設需要に対応するための「外国人建設就労者事業」で認められた
者。

技能実習生2011年⇒2021年で10.4倍
建設業全体で、同、8.6倍

（全産業、万人）

建設業

外国人建設就労者

技能実習生

全産業

（％）
建設分野に携わる外国人数

（年）

5,540万人

労働者がすさまじいスピードで減っていく

外国人割合

1億468万人
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新設住宅着工戸数の推移

（出典） 2023年10月20日 （一財）建設経済研究所 『建設経済モデルによる建設投資の見通し（2023年10月）』

４

【住宅着工戸数の四半期別増減率の推移】
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【住宅着工戸数の見通し（万戸、％：前年比伸率】
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（万戸） 【新設住宅着工戸数の季節調整済み年率換算値】
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◇2022年度の新設住宅着工戸数は22年度に比べ0.6％減の860,828戸となり、昨年度
の増加から再び減少。持ち家が11.8％減の248.1千戸。貸家は34７.4千戸で5.0%増で
2年連続の増加。分譲住宅は259.5千戸で4.5%増で2年連続の増加。

860,828戸

（2022年度）

860,828戸

（2022年度）



Copyright © ITOCHU KENZAI LTD.  All Rights Reserved

◇設計事務所や住宅会社の主戦場である戸建ての注文住宅（持家）に、逆風が吹き荒れて
いる。国土交通省が2023年10月31日に発表した23年9月の新設住宅着工戸数で、持ち
家（注文住宅）は前年同月比12.3%減の1万9,527戸だった。前年同月実績を下回るの
は、22カ月連続だ。

５

（出典） 2022年9月2日 日経XTECH 『注文住宅の着工減が止まらない、資材高騰などで戸建て分譲が優位に』より
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２０２２年度の持家の着工戸数は２４.８万戸

２５万戸を下回ったのは１９６０年以来で、６２年ぶり

資材高を背景とした価格高騰で、住宅需要が冷え込んでいる
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富国生命保険相互会社 11/21

2023年11月20日現在
機 関 名

（全12機関）

新設住宅着工戸数（万戸）

発表日

◇内閣府（11/15公表）による2023年7～9月期GDP1次速報を踏まえた各機関の新設住
宅着工戸数の見通し。

◇新設住宅着工戸数（12機関の平均値）で、2023年度：82.1万戸、2024年度：82.6万戸
（2019年度：88.4万戸、2020年度：81.2万戸、2021年度：86.6万戸、2022年度：86.1万戸）

新設住宅着工戸数の見通し【７～９月期ＧＤＰ１次速報後】

東レ経営研究所 11/16

ニッセイ基礎研究所 11/16

11/16三菱総合研究所

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 11/17

11/20農林中金総合研究所

三井住友信託銀行 8/29

浜銀総合研究所 8/22

10/20

みずほリサーチ＆テクノロジーズ 9/25

建設経済研究所

６

アジア太平洋研究所 8/21

日本経済研究センター 8/29

83.4

（予測）（実績）（実績） （予測）
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新設住宅着工戸数の実績と予測

（出典） 2021年3月26日 （一財）建設経済研究所 『建設経済レポート No.73 （建設投資の中長期予測）』より
（出典） 2023年6月22日 ㈱野村総合研究所 NEWS RELEASE 『2040年度の新設住宅着工戸数は55万戸に減少』より

◇新設住宅着工戸数は、移動世帯数の減少、平均築年数の伸長、名目GDPの成長減速等
により、2021年度の87万戸から、2030年度には70万戸、2040年度には49万戸予測。

【新設住宅着工戸数の実績と予測】（万戸）

バブル崩壊

消費増税前
駆け込み需要

＋
阪神淡路大震災
復興需要 耐震偽装事件

建築基準法改正

リーマン
ショック

消費増税前
駆け込み需要

消費増税前
駆け込み需要

相続税制度改正
による貸家増

新型コロナ
ウイルスの影響

予測値実績値

（年度）

建設経済研究所 将来推計

野村総合研究所 将来推計

※建設経済研究所の将来推計は、30歳人口との相関式を用いて、住宅着工の将来予測を行い、さらに中古市場の成熟の影響を加味した、
より悲観的な予測を示す。

団塊ジュニア世代
一次取得時期

三菱UFJﾘｻｰﾁ&ｺﾝｻﾙ 同

年度
新設住宅
着工戸数

2020年度 812,164戸

2021年度 865,909戸

2022年度 860,828戸

2023年度見通し 82.1万戸

2024年度見通し 82.6万戸

７

２０３０までは ８０ 万戸時代が続く見通し

賃貸住宅も戸建てと同じように、３０年までは

底堅い需要が維持される （積水ハウス）
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加速する平屋住宅の広がり 各社で平屋住宅の提案が活発化８

（出典） 2022年1月号 YKK AP 『メディアレポート 2022年1月号』

◇平屋住宅の拡大が止まらない。2020年度の平屋住宅の新築着工戸数は4万7,452棟と、
10年前の2010年度の2万6,915棟から2倍近く増えている。

◇さらに居住専用住宅だけに限ってみると、平屋の割合は2010年度の6.19%から2020年度
の11.5%と約2倍となり、1割を超えるまでに拡大した。

◇新設住宅着工戸数が伸び悩むなか、平屋が堅調に市場を拡大させている。

天井、屋根の断熱性能の
影響を受けやすい

南面大開口が有効
南面には日射取得型
夏はアウターシェード

住友林業：2023年1月～6月の契約者における平屋比率は42%

積水化学工業：2022年度の平屋受注棟数は2019年度比150％
住友林業：2023年1月～6月の契約者における平屋比率は42%

積水化学工業：2022年度の平屋受注棟数は2019年度比150％
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【平屋の新築着工数と比率】

（出典）国土交通省 「建築着工統計調査」

４号特例縮小で需要増へ
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建築物リフォーム・リニューアル調査 受注高の推移

令和4年度令和元年度

【受注高の推移】

：住宅 ：非住宅建築物

９

（億円）

令和2年度

2019年 2020年

【住宅関連消費】

（後方3カ月移動平均、前年比）

※総務省 「家計消費状況調査（二人以上の世帯）」より
2023年11月7日

※住宅関連消費は、「家屋に関する設備費・工事費・修

理費」、「給排水関係工事費」、「庭・植木の手入れ
代」の合計。

（％）

2021年

令和3年度

2022年

（出典） 2023年9月11日 国土交通省 『建築物リフォーム・リニューアル調査報告（概要）（令和5年度第1四半期受注分）』より

◇令和5（2023）年度第1四半期の受注高の合計は、3兆4,507億円で、対前年同期比
23.1%増。

◇うち、住宅に係る工事の受注高は1兆1,471億円で、同26.0%増、非住宅建築物に係る工
事の受注高は2兆3,037億円で、同21.7%増。
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建設投資額（名目値）の推移

※ 2023年10月20日 （一財）建設経済研究所 『建設経済モデルによる建設投資の見通し（2023年10月）』
※ 2021年3月26日 （一財）建設経済研究所 『建設経済レポート No.73』

（兆円）

（年度）

◇2023年度の名目建設投資は、前年度比3.9％増の71兆4,800億円となる見通し。民間非住宅建設投
資を牽引役として、建設投資全体は前年度を上回ると予測する。

※ 2015年度分から建築物リフォーム・リニューアル投資額を計上している。
※ 2022年度分から「政府」は、改装・改修を含む。

１０

民間非住宅建設（非住宅建築＋土4

木）
民間住宅

民間建築補修（改装・改修）

政府（政府建築補修は含めない）

政府建築補修（改装・改修）

中長期予測
（2021年時点の予測）

見
通
し

見
込
み

底：42兆円

ピーク：84兆円
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東京における戸建て住宅の建築費指数の推移 （建築物価調査会）

◇2023年10月の東京における木造戸建て住宅の工事原価指数（東京 2015年＝100）は132.9で、前
月比が0.1%上昇した。前年同月比では、2.3%の上昇。変動の主な原因は資材・工事費の上昇。

※ （出典） 2023年11月10日 （一財）建設物価調査会 『建設物価 建築費指数>標準指数>建設物価 建築費指数（指数表）> 住宅（2023年10月分）』

202016 17 18 19 （年）

【木造戸建て住宅 建築費指数】
（2015年＝100）

内外装

内外装

木工

工事原価

電気

衛生

2022

１１

212015

25カ月
連続上昇

2023年1月
まで

基礎

工事原価

木工

内外装

電気

衛生

基礎

２０２３年９月 ６.６万戸

１０年ぶり低水準
（3か月移動平均・季節調整済み）
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住宅の建材・設備の価格高騰・納期遅延に影響 工務店アンケート調査１２

※ （出典） 2023年7月3日 全国建設労働組合総連合 『住宅の建材・設備の価格高騰・納期遅延の影響に関する工務店アンケート調査』

住宅の建材・設備の価格高騰の影響について
１年前 （２０２２年４月） との比較

【リフォーム-工事費に対しての値上がり率】【リフォーム-工事費に対しての値上がり率】 【新築-工事費に対しての値上がり率】【新築-工事費に対しての値上がり率】

0～4%
4.1%

（昨年7月4.4%）

5～9%
16.3%

（昨年7月12.8%）

10～14%
37.1%

15～19%
23.4%

合計 60.5%

（昨年7月45.3%）
選択肢は10～19%で設定）

20%以上
19.0%

（昨年7月37.4%）

N=777

実施期間 2023年4月17日（月）～2023年5月31日（水）

0～4%
4.1%

（昨年7月4.6%）

5～9%
15.4%

（昨年7月8.1%）

10～14%
34.3%

15～19%
22.8%

20%以上
23.3%

（昨年7月47.1%）

合計 57.1%

（昨年7月40.2%）
選択肢は10～19%で設定）

N=583
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１３ 実質賃金９月 ２.４％減 １８カ月連続マイナス 基本給は１.５％増

◇厚生労働省が2023年11月7日発表した9月の毎月勤労統計調査（速報、従業員5人以上）
によると、1人当たりの賃金は物価変動を考慮した実質で前年同月比2.4%減だった。

◇実質賃金の前年比マイナスは、22年４月から18カ月連続だった。物価高の勢いに賃金の
伸びが追いつかない状況が続く。

※ （出典） 2023年11月7日 厚生労働省 『毎月勤労統計調査 令和5年9月分結果速報』
※ （出典） 2023年10月24日 同結果確報

（％）

名目賃金

実質賃金

（速報）

実質賃金はマイナスが続く
（前年同月比増減率）

消費者物価

（注）消費者物価は持ち家の家賃換算分を除く総合
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１４

※（出典） 2023年10月27日 総務省統計局 『小売物価統計調査 2023年10月』
※（出典） 2023年5月16日 日本経済新聞 『家庭の電気代値上げ、6月から14～42% 東電など7社』

【東京都区部の電気代・ガス代（1カ月）の推移】

◇大手電力各社は、2022年5月分の電気料金は10社すべてが値上がりし、比較できる過去
5年間で最も高い水準となる。

◇これは、ウクライナ情勢の緊迫化などによる燃料のLNG（液化天然ガス）や石炭などの輸
入価格の上昇が主な要因で、10社の電気料金は比較できる過去5年間で最も高い水準。

電気代・都市ガス代の高騰いつまで

都市ガス代（右軸）

電気代（左軸）

（円） （円）

2023年2021年 2022年

会社名
当初改定料金

値上げ率

再申請
値上げ率

（2023年5月16日時点）

北海道電力 34.9％ 21％
（3,223円）

東北電力 32.9％ 24%
（3,182円）

東京電力
エナジーパートナー

29.3％ 14%
（2,078円）

北陸電力 45.8％ 42%
（4,724円）

中国電力 31.3％ 29%
（3,802円）

四国電力 28.1％ 25%
（3,239円）

沖縄電力 43.8％ 38%
（5,323円）

大手のうち7社が料金値上げ表明
－各社の規制料金の値上げ申請状況ー

政府の負担軽減策

価格転嫁の上限

※標準的な家庭（30アンペア、400kWh）の場合

2024年3月期の通期業績見通し
関電：純利益 3050億円（過去最高）
九電：純利益 900億円
中部電：純利益 2300億円（過去最高）
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◇2021年度のZEHビルダー／プランナーにおけるZEH着工数・割合は、住宅の年間着工棟
数に対して、ZEHビルダー／プランナー実績報告の集計値が占める割合は以下の通り。

１５ ２０２１年度のＺＥＨビルダー等におけるＺＥＨ着工数・割合

注文住宅 （持家）

『ZEH』

１８.４０％
51,350戸

その他

４２.０１％
117,255戸

未登録ZEHビルダー/

プランナー

３１.２４％
87,202戸

Nearly ZEH

６.６３％
18,513戸

ZEH Oriented
（※都市部狭小地に限る）

１.７２％ 4,815戸

注文住宅
（持家）

279,135戸

ZEHシリーズ計

２６.８％

※（出典）2022年12月2日 （一社）環境共創イニシアチブ 『ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業 調査発表会 2022 』資料より

再生可能エネルギーの導入拡大

27.4%

34.4%

42.4%
47.9%

56.3%
61.3%

11.9%
15.4%

19.2% 20.5%
24.0%

26.8%

4.7%
6.2% 7.6% 8.5% 9.4%

10.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2016 2017 2018 2019 2020 2021

新築注文戸建のZEH化率の推移

（年度）

ハウスメーカー

全体平均

一般工務店

目標
達成

2020年目標

大手住宅企業はZEHがほぼ標準の時代に
（大手住宅企業14社の2022年度ZEH普及率（北海道以外）

一条工務店 99%
サンヨー
ホームズ

100% 住友林業 79％
日本ハウス

ホールディングス
57％ ヤマダホームズ 27％

積水ハウス 93%
旭化成

ホームズ
81％

パナソニック
ホームズ

80％
大和ハウス

工業
86％ タマホーム 3%

セキスイ
ハイム

94% トヨタホーム 82％ 三井ホーム 79％ ミサワホーム 77％
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１６ 大手ハウスメーカー、ビルダー ＺＥＨ標準化を発表

積水ハウスが「ZEH最上位等級仕様」を戸建
て・賃貸で4月1日から標準化あ
ZEH水準の「断熱等性能等級5」、
「一次エネルギー消費量等級6」に対応

飯田GH 一建設株式会社 4月より
断熱等性能等級5、一次エネルギー消費量等
級6を「戸建」の超ドいい性能に決定

２０３５年までに
乗用車の新車販売
電動車１００％
（ＨＶ、ＦＣＶ含む）

2021年6月 グリーン成長戦略

２０３５年までに
乗用車の新車販売
電動車１００％
（ＨＶ、ＦＣＶ含む）

2021年6月 グリーン成長戦略

Ｖ２Ｈ の提案Ｖ２Ｈ の提案

市場に、ＺＥＨ水準が一気に拡大か、さらなる提案も

２０２３年２月１０日 閣議決定 「ＧＸ実現に向けた基本方針」
の中で、１５０兆円の資金投入、内訳は７７兆円がＥＶグリッド

ニチコン、V2Hの過去約10年の累計生産1.8万台も
今後3年で4.8万台の販売目標！
ニチコン、V2Hの過去約10年の累計生産1.8万台も
今後3年で4.8万台の販売目標！

※（出典） 2023年10月24日 ダイヤモンド・オンライン 『EVの電気を家庭内で利用する「V2H」シェア首位、ニチコンCEOが語る“超”野心的‥‥』
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〇原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合を義務付け
〇構造規制の合理化
〇建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し（4号特例の縮小）
〇二級建築士の業務独占範囲の見直し 等

１７ 改正建築物省エネ法等の施行スケジュール

※（出典） 2023年5月26日 住宅・建築SDGsフォーラム 第41回月例セミナー 『脱炭素社会に向けた住宅・建築行政の動向』（国土交通省）

（１）公布日から３月内 （2022年9月1日施行）

〇住宅の省エネ改修に対する住宅金融支援機構による低利融資制度

（２）公布日から１年内 （2023年4月1日施行）

〇住宅トップランナー制度の拡充
〇省エネ改修や再エネ設備の導入に支障となる高さ制限等の合理化 等

（３）公布日から２年内 （2024年4月1日施行）

〇建築物の販売・賃貸時における省エネ性能表示
〇再エネ利用促進区域制度
〇防火規制の合理化 等

（４）公布日から３年内 （2025年4月1日施行予定）
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１８ 省エネ性能表示制度が２０２４年４月開始 性能の高さを星の数などでラベル表示

◇2025年4月から新築建築物に省エネ基準への適合が義務化されるのに先立ち、省エネ性
能をラベル表示する 「省エネ性能表示制度」 が2024年4月から始まる。

◇これは住宅などの販売・賃貸時に広告などへの省エネ性能の表示を求めるもの。
◇現在、省エネ基準の義務化を知っている人の割合は3割弱にとどまっているが、新制度の

普及により省エネ住宅への関心が高まることが期待される。

2025年新築建築物省エネ
基準適合義務化の認知率

※（出典） 2023年10月24日 SUUMO 『今週の住まいNEWS』

17%

8%

19%

56%

（n=1737）

言葉も内容も知っていて、関心がある

言葉も内容も知っているが、関心はない

言葉も聞いたことがあるが、内容は知らない

言葉を聞いたことはない

※「住宅購入・建築検討者調査（2022年）」
（リクルート）より。
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１９ ２０２５年４月から４号特例が変わります
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２０ 木造建築物 改正される仕様規定 壁量の見直し

木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための
必要な壁量等の基準 （案） の概要

改正される仕様規定

１．必要な壁量に関する規定（建築基準法施行令第46条第4項等関連） 【改正】

＜方法①＞荷重の実態に応じて算定した必要壁量により確かめる方法
＜方法②＞必要壁量表（ZEH水準等の数値）により確かめる方法
＜方法③＞構造計算により安全性を確認する場合、壁量計算を省略可

２．柱の小径に関する規定（令第43条第1項関連） 【改正】

３．設計上の留意事項
ZEH水準等の建築物のおいて設計上配慮が望ましいものとして、

住宅性能表示制度の評価方法基準で求める規定

（１）床組等の検討⇒水平構面の設計
（２）接合部の設計⇒胴差と柱の接合部等の設計
（３）横架材及び基礎の検討

横
架

材
相

互
の

垂
直

距
離

柱の小径

※（出典） 2022年10月28日 国土交通省 『木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な壁量等の検討（案）』

ZEH水準の省エネ住宅が普及する中で、必要壁量が多くなる、柱の小径も厳しくなる
等、高倍率の耐力壁の採用、さらに300㎡未満の住宅においても、許容応力度計算を
採用する方向性へ動く可能性
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２１ こどもエコすまい支援事業の概要

１ 制度の目的

エネルギー価格高騰の影響を受けやすい子育て世帯・若者夫婦世帯※による高い省エネ性能（ＺＥＨレベル）を有する新築住宅の取得や、

住宅の省エネ改修等に対して支援することにより、子育て世帯・若者夫婦世帯等による省エネ投資の下支えを行い、2050年カーボンニュー

トラルの実現を図る。 ※子育て世帯:18歳未満の子を有する世帯 若者夫婦世帯：夫婦のいずれかが39歳以下の世帯（年齢はいずれも令和４年４月１日時点）

２ 補助対象
高い省エネ性能を有する住宅の新築、一定のリフォームが対象（事業者が申請）

子育て世帯・若者夫婦世帯による住宅の新築

対象住宅 補助額

〇ＺＥＨ住宅
（強化外皮基準かつ再エネを除く一次エネルギー消費量▲20％に
適合するもの）

※対象となる住宅の延べ面積は、50㎡以上とする。

※土砂災害特別警戒区域における住宅は原則除外とする。

※「立地適正化計画区域内の居住誘導区域外」かつ「災害レッドゾーン（災害危険
区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域又
は浸水被害防止区域）内」で建設されたもののうち、3戸以上の開発又は1戸も
しくは2戸で規模1000㎡超の開発によるもので、都市再生特別措置法に基づき

立地を適正なものとするために行われた市町村長の勧告に従わなかった旨の
公表に係る住宅は除外とする。

100万円／戸

住宅のリフォーム＊

対象工事 補助額

①住宅の省エネ改修 リフォーム工事内容

に応じて定める額

上限30万円／戸※

※子育て世帯・若者夫婦世帯は、
上限45万円/戸（既存住宅購
入を伴う場合は60万円/戸）

※安心R住宅の購入を伴う場合
は、上限45万円/戸

②住宅の子育て対応改修、バリアフリー改修、
空気清浄機能・換気機能付きエアコン設置
工事等（①の工事を行った場合に限る。）
※住宅の断熱性能向上のための先導的設備導入促進事業等（経済産業

省・環境省）又は高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネル
ギー推進事業費補助金（経済産業省）により住宅の省エネ改修を行う
場合は、①の工事を行ったものとして②の工事のみでも補助対象と
する。

※補正予算案閣議決定日（令和４年11月８日）以降に、新築は基礎工事より後の工程の工事に、リフォームはリフォーム工事に着手したものに限る（交付申請までに事業者登録が必要）。

※（出典） 2023年7月28日 国土交通省 『こどもエコすまい支援事業の予算を約209億円増額します』

令和４年度補正予算 ： １５００億円
令和５年度当初予算 ： ２０９.３５億円

 こどもエコすまい支援事業の効果で、ZEH水準の省エネ住宅は2022年比で2倍以上の
伸び。2021年が約25%が、直近では推定で６割くらいに急上昇。

 2021年実施した 「こどもみらい住宅支援事業」 は100億円／月のペースで予算が使わ
れたが、「こどもエコすまい支援事業」は、約200億円／月のペースで使われている。

 エネルギー価格、電気代高騰が背景にあると思うが、正直なところ、ここまでのスピード
でZEH水準の省エネ住宅の普及が急速に進むとは思わなかった。

（国土交通省 石坂聡住宅局長談 建設専門記者会の共同インタビューにて）

 こどもエコすまい支援事業の効果で、ZEH水準の省エネ住宅は2022年比で2倍以上の
伸び。2021年が約25%が、直近では推定で６割くらいに急上昇。

 2021年実施した 「こどもみらい住宅支援事業」 は100億円／月のペースで予算が使わ
れたが、「こどもエコすまい支援事業」は、約200億円／月のペースで使われている。

 エネルギー価格、電気代高騰が背景にあると思うが、正直なところ、ここまでのスピード
でZEH水準の省エネ住宅の普及が急速に進むとは思わなかった。

（国土交通省 石坂聡住宅局長談 建設専門記者会の共同インタビューにて）
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２２ 住宅性能表示の採用状況 住団連調査より

※（出典）2023年9月25日 （一社）住宅生産団体連合会 『2022年度 戸建注文住宅の顧客実態調査の要約及び考察』

◇住宅性能表示の平均等級では、「わからない」が多数を占める「一次エネルギー等級」と、
今年度（2022年度）から新たに「6・7等級」が施行される「断熱等性能」を除いて、いずれ
の表示項目においても最高位の等級を採用する割合が高い。

◇「断熱等性能」は等級5（44.7%）が最も高くなっている。

住宅性能表示制度による等級

等級 1 等級 2 等級 3 等級 4 等級 5 等級 6 等級 7 わからない

（注）不明除く
※一次エネルギー等級は4～6級のみとなっている

2.8 

82.9 

89.7 

95.6 

11.3 

15.7 

17.9 

44.7 

33.7 

12.7 3.5 

37.1 

19.5 

13.9 

8.3 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①耐震等級（3等級）

②劣化対策（3等級）

③維持管理対策（3等級）

④断熱等性能（7等級）

⑤一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
（4・5・6等級）
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２３

※ 2023年7月27日 日本経済新聞 『専業主婦世帯3割割れ 「昭和」の社会保障、実態とズレ』より

家事楽・掃除楽・片付け楽の水回りリフォームを！

子育て世帯（18歳未満の児童のいる世帯）

の７割は今や母親が就業

22.4%

29.8%

36.5%

38.2%

44.4%

50.5%

63.3%

55.8%

48.7%

49.6%

44.6%

40.0%

9.9%

10.6%

9.6%

8.8%

7.0%

5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021

2015

2010

2005

2000

1996

父のみ仕事あり 父母共に仕事あり

母のみ仕事あり その他

（出典）厚生労働省 「国民生活基礎調査」

女性の年齢階級別労働力率
Ｍ字カーブはほぼ解消

45.5

57.5
63.0 

48.7

87.7

78.9
81.9

75.8

0

20

40

60

80

100

15歳

～

20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～ 65歳

以上

1970年 1990年 2010年 2022年

（％）

（出典）総務省統計局 「労働力調査」
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0.9

1.3

1.7

2.1

2.5

2.9

（％）

◇【フラット35】は、2017年10月1日申込受付分から団信付きの住宅ローンに制度変更。

【フラット35】融資金利（最頻金利、返済期間が21年以上35年以下の場合）

【計算例】借入額3,000万円、借入期間35年、元利均等返済、ボーナス返済なし、借入金利年1.96%の場合

【フラット35】 【フラット35】S

【フラット35】との比較（総返済額） ▲1,507,520円 ▲756,094円

借入金利 全期間年1.96%
当初10年間

年1.46%

11年間以降
年1.96%

当初10年間
年1.71%

11年間以降
年1.96%

毎月の返済額 全期間98,764円
当初10年間
月91,268円

11年間以降
月96,737円

当初10年間
月94,972円

11年間以降
月97,760円

総返済額 41,480,652円 39,973,132円 40,724,558円

【フラット35】S（金利Aプラン）

152009 10 11 12 13 14 17 18

史上最低水準がつづく住宅ローン金利

2023年11月

1.96%

～2017年9月 最低金利（融資率9割以下）

2017年10月1日以降申込（新機構団信付き）

2017年9月以前に申込の方（同上）

機構団信特約料別払いの【フラット３５】の最頻金利に、
機構団信特約料相当分（0.358%）を加算した参考金利

16 19 2020

２４

21

2022年10月以降
ZEH＋長期優良住宅

22

2009年5月

3.07%

子育て支援のフラット３５金利引下げで、
民間銀行と住宅ローン金利競争勃発も！

23
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住宅ローンの金利タイプ別割合の推移２５

（出典） 2023年2月3日 内閣府 報告書 『日本経済2022-2023』（ミニ白書）

変動金利型の割合が増加

①新規貸出額

15.7 

54.5 50.2 

76.2 

66.5 

13.5 
12.9 

3.4 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2002 05 07 09 11 13 15 17 19 21

65.7 

23.0 

3.7 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2002 05 07 09 11 13 15 17 19 21

②貸出残高

（年度） （年度）

（備考） 1. 国土交通省 「民間住宅ローンの実態に関する調査」 2.新規貸出額には、資金の借換えを含む。
（2023年3月） により作成。

変動金利型

固定金利期間
選択型

全期間固定金利型 証券化ローン

変動金利型

全期間固定金利型 証券化ローン

固定金利期間
選択型

固定型、住宅金融支援機構の「フラット35」、2023年4月の最多金利が年1.76％
変動型、メガバンクの最優遇金利が0.375％と過去最低水準
その金利差1.385㌽は、住宅ローンの平均像「借入額3500万円・35年返済」で
みると、毎月返済額で約23,000円、総返済額で約955万円の差に相当
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１．住宅業界の動向

２．令和６年度 予算概算要求 及び
令和５年度 補正予算案の概要

３．住宅業界が抱える課題
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我が国のＧＸ実現に向けて２６

（出典） 2023年8月23日 内閣官房 第7回 GX実行会議 資料1 『我が国のGX実現に向けて』 （西村GX実行推進担当大臣）
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我が国のＧＸ実現に向けた「投資促進策」 （経済産業省）２７

（出典） 2023年8月23日 内閣官房 第7回 GX実行会議 資料1 『我が国のGX実現に向けて』 （西村GX実行推進担当大臣）
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需要側を含む社会全体でのＧＸの推進 （環境省）２８

（出典） 2023年8月23日 内閣官房 第7回 GX実行会議 資料2 『GX実行に向けた環境省の取組』 （西村環境大臣）
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２９

（出典） 2023年8月24日 国土交通省住宅局 『令和6年度 住宅局関係 予算概算要求概要』

住宅金融支援機構による子育て支援
令和６年度予算概算要求額：
優良住宅整備促進等事業費補助（265.05億円）の内数

拡充
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３０

（出典） 2023年8月24日 国土交通省住宅局 『令和6年度 住宅局関係 予算概算要求概要』

地域型住宅グリーン化事業
令和６年度予算概算要求額：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（424.17億円）の内数

継続

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工などの

連携体制により、地域材を用いた省エネ性能等の優れた木造住宅（ZEH等）の整備等に対して支援を行

う。

＜現行制度の概要＞
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３１

（出典） 2023年8月24日 国土交通省住宅局 『令和6年度 住宅局関係 予算概算要求概要』

ライフサイクルカーボンの算出・評価への重点支援
継続・
延長

令和６年度予算概算要求額：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（424.17億円）の内
数、
環境・ストック活用推進事業（81.49億円）の内数

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住宅・建築物の脱炭素化をさらに推進するとともに、国際的な規制の潮

流に対応するため、ライフサイクルカーボンをより的確に算出・評価する先導的な事業等へ重点的に支援を行う。
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３２

（出典） 2023年8月24日 国土交通省住宅局 『令和6年度 住宅局関係 予算概算要求概要』

住宅エコリフォーム推進事業、
住宅・建築物省エネ改修推進事業

令和６年度予算概算要求額：住宅・建築物カーボンニュートラル総合推
進事業（424.17億円）の内数、社会資本整備総合交付金等の内数

拡充

令和５年度予算において、住宅の省エネ改修に係る支援メニューの見直しを行ったところ、改修に要する費用の実態

等を踏まえて、省エネ改修の推進に向けて支援を強化する。
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３３

（出典） 2023年8月24日 国土交通省住宅局 『令和6年度 住宅局関係 予算概算要求概要』

長期優良住宅リフォーム推進事業 継続
令和６年度予算概算要求額：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（424.17億円）の内数

良質な住宅ストックの形成や、子育てしやすい生活環境の整備等を図るため、良質な住宅ストックの形成等に資する

リフォームへの支援を行う。

＜現行制度の概要＞

事 業 概 要

【対象事業】

以下の①、②を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策、省エネルギー性が確保されること

【補助率】 １／３

【限度額】 １００万円／戸

〇 長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 ２００万円／戸

〇 三世代同居改修工事を併せて行う場合

若者・子育て世帯が工事を実施する場合
既存住宅を購入し工事を実施する場合

一次エネルギー消費量を省エネ基準比▲２０％とする場合

⇒ 上記の限度額に、５０万円／戸を加算

効 果

○ 良質な既存住宅ストック
の形成

○ 既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

○ 子育てしやすい
生活環境の整備 等

○インスペクションの実施 ○維持保全計画・履歴の作成

○性能向上等 ・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性
・維持管理・更新の容易性 ・バリアフリー性 ・可変性

○子育て世帯向け改修 ○三世代同居改修

○防災性・レジリエンス性向上改修

劣化対策

例）床下防湿
・防蟻措置

省エネルギー性

例）外壁の断熱

耐震性

例）軸組等の補強

例）ワークスペース
の設置

子育て世帯向け改修

例）対面キッチン
への変更
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３４

（出典） 2023年8月 環境省 『令和6年度環境省重点施策集（令和5年8月） 』

断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省ＣＯ２加速化事業 環境省
（経済産業省・国土交通省連携事業）
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３５ ２０２３年度の 「先進的窓リノベ事業」 お得感 リフォーム

（出典） 2023年10月11日 住活協リフォーム賛助会員セミナー 『急げ! まだ間に合う補助金「先進的窓リンベ事業」で売上アップ』 （YKKAP㈱）

内窓プラマードＵは Ｌｏｗ－Ｅ（Ａrガス入）一択！

４～７地域 単板ガラス仕様との比較

ガラス
仕様

Ｕw サイズ
公表価格
（23.1月
改定後）

想定：ＥＵ
向け価格

（公表×0.7

＋施工費）

先進的窓リノベ事業 先進的窓リノベ事業
こどもエコすまい
（４・５・７地域）

Ｓグレード ～１.５ Ａグレード ～１.９
ＺＥＨ：～2.3

省エネ：～3.5

材工
補助額 ＥＵ

負担額

補助額 ＥＵ
負担額

補助額 ＥＵ
負担額補助率 補助率 補助率

ＬｏｗＥ
（ガス入り）

～１.５

185,000 149,500 84,000 56％ ６５,０００

中 100,800 86,600 57,000 66％ ２９,６００

小 53,100 52,200 36,000 69％ １６,２００

ＬｏｗＥ ～１.９

大 162,900 134,000 対象外 69,000 51％ ６５,０００ 31,000 23％ 103,000

中 87,700 77,400 対象外 47,000 61％ ３０,４００ 24,000 31％ 53,400

小 49,500 49,700 対象外 30,000 60％ １９,７００ 20,000 40％ 29,700

単板 ～３.５

大 94,200 85,900 対象外 対象外 23,000 27％ ６２,９００

中 51,700 52,200 対象外 対象外 18,000 34％ ３４,２００

小 34,000 38,800 対象外 対象外 15,000 39％ ２３,８００

単板ガラスと比較してもＬｏｗ-Ｅが有力
大・中・小 混在する物件ならガス入り

大

大

大

中

中

中

小

小

小
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３６

（出典） 2023年8月 環境省 『令和6年度環境省重点施策集（令和5年8月） 』

戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス （ＺＥＨ）化支援事業 環境省
（経済産業省・国土交通省連携事業）
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３７

（出典） 2023年8月31日 経済産業省 『令和6年度概算要求・税制改正要望について』

住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業 経済産業省
令和６年度概算要求額７２億円 （６８億円）
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デフレ完全脱却のための総合経済対策のポイント３８

（出典） 2023年11月6日 内閣府 令和5年第14回経済財政諮問会議 『資料5 経済財政政策担当大臣提出資料』 より

既に住宅ローン控除を利用している人は
１万円の住民税の減税のみ？
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「デフレ完全脱却のための総合経済対策」 について３９

（出典） 2023年11月2日 閣議決定 『「デフレ完全脱却のための総合経済対策」について』
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「デフレ完全脱却のための総合経済対策」 に盛り込まれた住宅関連の事業４０

（出典） 2023年11月2日 閣議決定 『「デフレ完全脱却のための総合経済対策」について』

国土交通省

質の高い住宅ストック形成に関する省エネ住宅への支援 （補正予算：2,100億円）

建設業にける適切な労務費や賃金行き渡りの確保

省エネ性能の高い住宅に低利で融資しやすくするための住宅金融支援機構による政府保証債の発行
補正予算：13億円

建設・運輸分野におけるスタートアップ支援の強化 （補正予算：3.2億円）

スマートシティの実装化の推進 （補正予算：1億円）

「こどもまんなかまちづくり」の実現に向けた子育てにやさしい住まいの支援 （補正予算：15.34億円）

国土交通省・厚生労働省・
経済産業省等

現下の資材価格の高騰等を踏まえた公共事業等の実施、賃金上昇等を踏まえた公共調達の実施

内閣府・国土交通省 建設分野における監理技術者等に係る制度運用の柔軟化

環境省
断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業 （補正予算：1,350億円）

建築物等のZEB化・省CO2化普及加速事業 （補正予算：61.71億円）

経済産業省

高効率給湯器の導入を促進する「家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」 （補正予算：580億
円）

既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業 （補正予算：185億円）

家庭用蓄電池等の分散型エネルギーリソース導入支援事業 （補正予算：100億円）

農林水産省 国産木材の供給力強化・林業の就労者確保等のための「林業・木材産業国際競争力強化総合対策」

デジタル庁 建設技能者への適切な賃金支払いの確保に向けた建設キャリアアップシステムの改修等
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子育てエコホーム支援事業の概要４１ 令和５年度補正予算案：2100億円

（出典） 2023年11月14日更新 国土交通省 『子育てエコホーム支援事業について 子育てエコホーム支援事業の概要資料』
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住宅の省エネリフォームへの支援強化４２

（出典） 2023年11月17日更新 国土交通省 『子育てエコホーム支援事業について 経済産業省及び環境省が行う事業との連携の概要』

令和５年度補正予算案
• 断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ ・ 省CO2加速化支援事業（環境省）
• 高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金支援事業（経済産業省）
• 既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業（経済産業省）
• 質の高い住宅ストック形成に関する省エネ住宅への支援（仮称）（国土交通省） 2100億円 （新築・リフォームの合計）

1350億円
580億円
185億円
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住宅省エネ２０２４キャンペーン始まります！４３
◇2023年11月10日、令和5年度補正予算案が閣議決定され、「住宅省エネ2023キャンペーン」の各事

業の後継事業等が盛り込まれた。
◇なお、これらの事業は「住宅省エネ2024キャンペーン」として、一体的に実施することが予定されてい

る。

（出典） 2023年11月21日 YKK AP 建材ニュース 『【速報】住宅省エネ2024キャンペーン始まります！』
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４４
断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省ＣＯ２加速化支援事業
（経済産業省・国土交通省連携事業）

（出典） 2023年11月10日 環境省 『断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業（先進的窓リノベ事業）について』
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４５
高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー
推進事業費補助金の概要 （予定）

（出典） 2023年11月10日 環境省 『断熱窓への改修促進等による住宅の省エネ・省CO2加速化支援事業（先進的窓リノベ事業）について』

令和５年度補正予算案：580億円

①



Copyright © ITOCHU KENZAI LTD.  All Rights Reserved

４６
高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー
推進事業費補助金の概要 （予定）

（出典） 2023年11月10日 経済産業省 『令和5年度補正 「高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」について』

②
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４７
高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー
推進事業費補助金の概要 （予定）

（出典） 2023年11月10日 経済産業省 『令和5年度補正 「高効率給湯器導入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金」について』

③
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４８
令和５年度補正 「既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業」
について

（出典） 2023年11月10日 経済産業省 『令和5年度補正 「既存賃貸集合住宅の省エネ化支援事業」について』

令和５年度補正予算案：185億円
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子どもの人数等に応じて金利を引き下げ 住宅金融支援機構 【フラット３５】４９

（出典） 2023年11月10日 住宅金融支援機構 『子育て世帯を応援する【フラット35】子育てプラス（仮称）が新登場！～令和5年度補正予算‥』

◇【フラット35】子育てプラス（仮称）を新設し、子育て世帯または若者夫婦世帯に対して全国一律で子ど
もの人数に応じて一定期間借入金利を引き下げる。

◇【フラット35】S等の他の金利引下げメニューとも併用可能。
◇新しいポイント制度を導入し、金利引下げ幅を従来の最大▲0.5%から最大年▲1.0%に拡充。
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住宅ローン減税、期間延長 控除率は縮小、高性能ほどメリット５０
◇2021年12月10日、与党が2022年度税制改正大綱を決定した。住宅ローン減税に関しては、控除率、

控除期間等を見直すとともに、環境性能等に応じた借入限度額の上乗せ措置などを講じた上で、適
用期限を４年間延長することが決まった。

控除率 年末ローン残高の１％
年末ローン残高の

０.７％

控除期間

新築‥‥‥原則１０年 原則１３年

中古‥‥‥原則１０年 原則１０年

減税規模 最大５００万円
（長期優良住宅の場合）

最大４５５万円（同）

所得要件 ３０００万円以下 ２０００万円以下

入居期限 ２０２１年中 ２０２５年まで

これまで これから

【住宅ローン減税、こう変わる】 【環境性能に応じて控除額の上限が変動】

入居年
（ローン実行年）

2022～23年 2024～25年

控除率 0.7%

新
築
住
宅
・
買
取
再
販

①
長期優良住宅
低炭素住宅

455万円

（5,000万円）
410万円

（4,500万円）

②
ＺＥＨ水準

省エネ住宅

410万円

（4,500万円）
319万円

（3,500万円）

③
省エネ基準
適合住宅

364万円

（4,000万円）
273万円

（3,000万円）

その他※3
273万円

（3,000万円）
対象外※1

既存

①～③
の水準の住宅

210万円※2

（3,000万円）

その他※3
140万円

（2,000万円）
※右表の（ ）内の金額は、借入限度額（対象となる年末ローン残高）。

上段は最大控除額（控除期間合計分） ※1 2023年までに新築の建築確認の場合⇒控除上限額140万円（2,000万円）、10年
※2 「買取再販」は、既存住宅を宅地建物取引業者が一定のリフォームにより良質化した上で販売する住宅を指す。
※3 「その他」は、省エネ基準に満たない住宅のことを指す。
※4 既存住宅の築年数要件（耐火住宅25年以内、非耐火住宅20年以内）については、「昭和57（1982）年以降に建築された住宅（登記簿上の建築日付が
1982年1月1日以降の家屋）」（新耐震基準適合住宅とみなす）に緩和。⇒築40年程度の木造戸建てでも「ローン減税の対象になる」と認められた。

住宅ローン控除の上限額（合計） 10年 13年

※2,4

※4
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住宅取得等資金に係る贈与税の非課税限度額の引き下げ どうなる？

◇直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税非課税措置を2年延長。

（※1）質の高い住宅とは、①省エネルギー性の高い住宅（断熱等性能等級４又は一次エネルギー消費量等級４以上）、②耐震性の高い住宅（耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）２以上
又は免震建築物）、③バリアフリー性の高い住宅（高齢者等配慮対策等級３以上）のいずれかの性能を満たす住宅

（※2）東日本大震災の被災者に適用される非課税限度額は以下の通り。
・2019年4月～2020年3月に契約を行い、かつ消費税率10％が適用される方：質の高い住宅；3,000万円、左記以外の住宅（一般）；2,500万円
・その他の期間に契約を行う方：質の高い住宅；1,500万円、左記以外の住宅（一般）；1,000万円⇒2023年12月末まで2年延長。
また、床面積の上限要件（240㎡）は引き続き課さない。

（※3）親の年齢が60歳未満であっても相続時精算課税制度を選択できる特例措置について、適用期限を2021年（H33）12月31日まで延長。
（※4）受贈者の年齢要件を18歳以上に引下げる。（令和4年4月以降）
（※5）築年数要件を撤廃し、昭和57（1982）年以降に建築された住宅 又は 耐震基準に適合していることが証明された住宅 を対象とする。

【耐震・エコ・バリアフリー住宅の場合】 【一般住宅の場合】

• 贈与した時期ではなく、請負や購入等の契約をした時期（～2021年12月末）
贈与日に変更（2022年1月～2023年12月）

• 贈与年の翌年3月15日までに申告すること（期限後申告は適用なし）。
• 原則として贈与を受けた年の翌年3月15日までに住宅を取得する必要がある。

「良質な住宅用家屋」とは
下記いずれか
①断熱等性能等級4（2014年4月～）

一次エネルギー消費量等級4以上
②耐震等級2

③高齢者等配慮対策等級3以上

５１

2022.1～
2023.12

+1,800万円

2,500万円

〔10%適用枠〕

500万円

1,200万円

1,000万円 1,000万円

+1,800万円

〔10%適用枠〕

+500万円 +500万円

1,500万円1,500万円

700万円

+500万円

1,000万円

+500万円

1,000万円

駈込み期

2016.1～
2019.3

2019.4～
2020.3

2020.4～
2021.3

2021.4～
2021.12

2016.1～
2019.3

2019.4～
2020.3

2020.4～
2021.3

2021.4～
2021.12

経済対策

3,000万円

反動減対策 500万円

2022.1～
2023.12

請負契約締結日 請負契約締結日贈与日 贈与日
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相続節税に新手段 「精算課税」 で年１１０万円の非課税５２
◇相続税対策でほぼ使われなかった相続時精算課税の使い勝手が改善し関心が高まり

そう。2023年度税制改正で、2024年から年間110万円以下の贈与なら、相続時精算課
税でも申告不要となり、相続財産にも加算されない。暦年贈与の基礎控除とは別だが
「相続時精算課税のもともとの2,500万円とは別の非課税枠を年110万円持つのと同じ」
になる。相続時精算課税の使い勝手が向上したためだ。

※ 2023年1月14日 日本経済新聞 『相続節税に新手段 「精算課税」で年110万円の非課税枠』

相
続
財
産

相続時精算課税 一体的に課税
生前の贈与 ＋ 相続財産

年１１０万円までなら申告不要（非課税）

…

非課税枠

 累計２５００万円
（特別控除）

 年１１０万（基礎控除）
年１１０万の基礎控除を
新設

相続発生時
の贈与財産
の扱い

 特別控除分はすべて
相続財産に加算

 死亡前３年以内は相続
財産に加算

基礎控除分は加算せず  ７年以内が加算対象に

（注）太字部分が改正点で、2024年1月1日以降の贈与が対象

相続時精算課税 暦年課税

【相続時精算課税と暦年贈与の特徴・改正点】条件が合えば２５００万円まで
一時的に無税で贈与できる

親から子への
贈与時

贈与財産
2500万円

贈与税
0円

親の死亡時

遺産
3億円

贈与財産
2500万円

計
3億2500万円
に相続税が
課税される

相続時精算課税制度の仕組み

相続時精算課税制度は
誰でも利用できない

相続時精算課税制度を選ぶための
フローチャート

贈与する人は６０歳以上の
父母または祖父母か？

贈与財産をもらう人は
１８歳以上の子

または孫か（養子を含む）？

相続時精算課税制度を選択できる

一
般
贈
与
の
み
可
能

いいえ

いいえ

はい

はい

精算課税を選択

今 後



Copyright © ITOCHU KENZAI LTD.  All Rights Reserved

５３

（出典） 2023年8月24日 国土交通省 『令和6年度 国土交通省税制改正要望事項』

既存住宅のリフォームに係る特例措置の拡充・延長（所得税）
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１．住宅業界の動向

２．令和６年度 予算概算要求 及び
令和５年度 補正予算案の概要

３．住宅業界が抱える課題
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２０２３年以降に施行予定の主なビジネス関連の法改正５４
施行年月 関連法 主な内容

2023年4月1日
労働基準法

中小企業について、月60時間を超える時間外労働の割増賃
金率を改定。現行の25%以上から50%以上に

労働基準法
施行規則の改正

スマホの決済アプリや電子マネーを使った給与の支払い・受け
取りが可能に。銀行口座を持たない外国人労働者の雇用拡大
への対応

改正
育児介護休業法

常時雇用労働者が1000人超の企業に男性の育児休業取得

状況などの公表を年１回義務付け。男性の育児休業の取得
は時代の要請

4月27日 相続土地国庫帰属法
所有者不明の土地等について発生予防と利用円滑化から
相続等で取得した土地を一定要件化で返還可能に

10月1日
改正

消費税法

複数税率に対応するための仕入税額控除の方式として、消
費税の税率や税額を請求書に正確に記載・保存するインボ
イス制度（適格請求書等保存方式）が開始

改正
大気汚染防止法

アスベストの事前調査における有資格者（建築物石綿含有
建材調査者資格）の実施が義務化

2024年1月1日 電子帳簿保存法 請求書データの電子保存を義務化（紙も認める方向で調整）

2024年4月1日 改正
不動産登記法

相続開始から3年以内に土地・建物を誰がどれだけ相続する
か登記を義務付け

改正
労働基準法

運送業界・建設業界の残業時間の上限が年間720時間に

※ 2023年1月9日 日本経済新聞 『2023年 法律・ルールこう変わる』
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インボイス制度の目的とポイント５５
◇インボイス制度の正式名称は 「適格請求書等保存方式」 だ。インボイスは事業者ごとの

登録番号や税率ごとの消費税額などを記載した請求書や納品書を指す。
◇2019年に消費税が 10%と 8%の複数税率になり導入が必要になった。仕入れ時に支

払った消費税額を納税額から差し引くには仕入れ先からインボイスを受け取ることが求め
られる。

◇年間の売上高が 1,000 万円以下で、消費税の納税義務が免除されてきた免税事業者
（460万社）はインボイスを発行できない。任意で課税事業者になることを選べる。

目的

消費税額を正確に把握し、適切な納税を実現

ポイント

• 取引時に税率ごとの消費税額などを記した
インボイスをやりとり

• 仕入れ税額控除にインボイスが必要

• インボイスは課税事業者だけが発行可能

• 仕入れ先からインボイスを受け取れなけれ
ば、仕入れ税額を控除できない（=消費税の
納税額が増える）おそれ

• 免税事業者はインボイスを発行できない

注意点

インボイス制度の目的とポイント 直面が想定される主な課題

制度開始以降

課税事業者

免税事業者

業務負担の増加
①仕入れ先のインボイス登録状況の確認
②受け取ったインボイスの記載が正確か

どうかの確認
③インボイスの保存体制の整備・・・など

インボイスを発行できないことに伴う、
一方的な取引排除や取引価格の引き下げ

確定申告期

免税事業者から転換した課税事業者

確定申告と納付方法の確認
※ 2023年10月1日 日本経済新聞 『インボイス制度 複数税率対応で導入』
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インボイス制度 政府は現在、複数の激変緩和措置を準備５６

※ 2023年9月30日 日本経済新聞 『インボイスあす開始 経済対策で事業者支援 関係閣僚会議 負担軽減策の周知は道半ば』

【インボイスを巡る主な支援策】

①制度面での支援策と期限

②インボイス対応のシステム導入支援

③免税事業者向けの相談会

29年9月30日

免税から課税
転換した事業者

26年9月30日

一度の取引が１万円未満（税込み）の
仕入れはインボイスなしでも税額控除

年間売上が１億
円以下の事業者

納税額が売上時に受け
取った消費税の２割に

免税事業者から仕
入れた課税事業者

消費税相当額の
８割を税額控除

消費税相当額の
５割を税額控除

2023年10月1日

会計ソフトなどの導入費用を最大で４分の３補助

国税庁や中小企業庁が免税事業者向けのインボイス
登録や納税に関わる相談会を開催
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我が国の足もとの人手不足の状況５７
◇2023年8月時点における全職種の平均有効求人倍率は1.17倍。

建設・採掘従事者は5.32倍で最も高い。

【有効求人倍率】

※ 2023年10月25日 新しい資本主義実現会議（第23回） 『資料1 基礎資料（内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局）』

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

全職業

１.１７ （全職業）

建設・採掘従事者 介護関係職種

事務従事者 販売従事者

輸送・機械運転従事者接客 ・ 給仕職業従事者

サービス職業従事者 飲食物調理従事者保険医療サービス職業従事者

生産工程従事者

５.３２ （建設・採掘従事者）

（倍）

4.16 （介護関係職種）

3.08 （サービス職業従事者）

2.90 （飲食物調理従事者）

2.28 （輸送・機械運転従事者）

1.71 （生産工程従事者）

2.06 （販売従事者）

（年/月）
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５８ ２０２４年問題は、「レガシー産業」と言われた建設業の潮目を変える

2019年4月 労働時間の状況把握の実効性確保

2024年4月
時間外労働の上限規制
建設業にも適用（5年遅れで）

【時間外労働の上限規制】【働き方改革関連法】

【建設業における労働時間の問題点】

所定労働時間 1日8時間の場合

（例） 8時～17時 休憩1時間

月 火 水 木 金 土 日

８ ８ ８ ８ ８ ８ 休

40H

時間外労働

割増賃金の発生
36協定が必要

建設業界では２０２４年度の
残業規制強化を控え、働き方改革が急務

【原則】 月45時間以内
かつ年間360時間以内

※罰則 6ケ月以下の懲役または
30万円以下の罰金
（今までは行政指導⇒刑事罰）
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0～30時間未満
40.1%

30～45時間未満
21.0%

45～60時間未満
14.9%

60～80時間未満
13.5%

80～100時間未満
6.0%

100時間以上
4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５９ 長時間労働が人材の流出要因に

◇日本建設産業職員労働組合協議会が、組合員を対象に所定外労働時間について調査し
た結果、2024年4月から適用される時間外労働の上限規制をクリアしている人の割合は
全体の6割だった。

◇一方、労使間合意があっても法令違反となる月 100 時間以上残業している人は4.5%い
て、まだ改善の余地はある。

◇過労死ラインといわれる月 80 時間以上の残業をしている人は1割を超える。
（日本建設産業職員労働組合協議会が2022年11月に組合員を対象にしたアンケート結果）

（出典） 2023年9月28日 日経XTECH 『残業時間の増大に懸念の声、上限規制が追い打ちに』
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６０ 建設業界が変わる！ 新３Ｋとは…

働きやすく、働きがいのある職場の追求

（出典） 2023年10月15日 日本経済新聞 『「ゆるブラック」 浮上、働き方改革の罠 成長求める若手』
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2,604 
2,580 2,580 

2,532 2,544 
2,592 

2,568 

2,496 2,484 2,484 

2,136 2,124 
2,076 

2,100 2,112 

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

2,600

2,700

2017年 18 19 20 21

６１

（出典） 2023年4月3日 （一社）日本建設業連合会 『建設業デジタルハンドブック』
（出典） 2022年8月19日 （公社）全日本トラック協会 『日本のトラック輸送産業－現状と課題－2022』

建設業界が変わる！ 新３Ｋ＋かっこいい
◇建設業では、長時間労働の是正や週休二日を確保するための取り組みを進めている。

「給与が良い」 「休暇がとれる」 「希望がもてる」 の 「新３Ｋ」 に
「かっこいい」 を加えた 「新４Ｋ」 の魅力溢れる建設業の実現を目指している。

トラックドライバーの
年間労働時間の推移

（時間）

大型トラック

中小型トラック

全産業平均

1,837 

1,718 

1,966 

1,912 

2,033 1,986 

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

02 04 06 08 10 12 14 16 18 20 22

年間実労働時間の推移

２６８
時間

建設業

製造業

調査産業計

１カ月あたり２３時間増の

長時間労働になっている

（時間）

（年度）

※調査対象は、30人以上の常用労働者を雇用する事業所
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建設業就業者数の人数と若年層／高齢層の割合の推移６２

（出典） 2023年4月3日 （一社）日本建設業連合会 『建設業の担い手、働き方の現状 リーフレット』

建設業就業者数の人数の推移
若年層／高齢層の割合の推移

431
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618

479

19.1

24.8
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建設技能者

（万人）

（年）

２９歳以下

建設技能者以外

５５歳以上
３５.９％

（%）

１１.７％

1.9

14.1

21.2

19.9

26.3

33.3

44.2

38.5

30.1

26.9

52.6

0 10 20 30 40 50 60

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～３4歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65歳以上

（万人）

年齢階層別建設技能者数

３５.３％

国土交通省 「建設業を取り巻く現状と課題」
（総務省 「労働力調査」（R3年平均）を元に
国土交通省にて推計）

建設業就業者数は年々減り続け、高齢層の割合が急
激に増加。新規入職者に選ばれる産業に変わる必要
がある。

10年後には大半が引退
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大工就業者数の減少が、リフォーム現場に影響か
◇2020年の大工就業者数は30万人で、35年前と比べ約7割減。高齢化率も上昇。

◇また、職人の高齢化が進行している状況は、今後新築現場、特にリフォーム現場で要
望される多能工である大工の確保は必須か。
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人手不足を生む人口減少ショック

※ 2020年 国勢調査 抽出詳細集計（就業者の産業
（小分類）・職業（小分類）など） 全国結果 9-1表
2022年12月27日
※ 2025年以降の大工就業者数は、㈱野村総合研

究所「2030年の住宅市場と課題」2018年6月13日
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技能実習に代わる新制度 「１年で転籍可」 有識者会議に 「たたき台」６４

※ 2023年10月18日 朝日新聞 『技能実習に代わる新制度「１年で転籍可」 有識者会議に「たたき台」』
※ 2023年10月19日 日本経済新聞 『技能実習なぜ「転職可」に？ 人権を重視、企業は負担増』

◇外国人が日本で学んだ技能を母国に持ち帰る国際貢献を目的とした 「技能実習制度」
の見直しを検討している政府の有識者会議に2023年10月18日、最終報告書の 「たたき
台」が示された。

◇国内の労働力不足を背景に、30年続いてきた技能実習制度を事実上廃止し、労働者確
保を全面に打ち出す節目となる。

新制度は、3年間で特定技能1号（最長5年）相当

の技能を持った人材を育成する期間と位置づけ
る。技能・日本語の試験に合格すれば、同1号に
移行できる仕組みとする。

新制度は、3年間で特定技能1号（最長5年）相当

の技能を持った人材を育成する期間と位置づけ
る。技能・日本語の試験に合格すれば、同1号に
移行できる仕組みとする。

目的
新制度
人材確保と
人材育成

在留期間 最長３年

対象
特定技能の
分野に限定

転籍 １年超で可能に

特定技能
人材確保

２号 １号

制限なし 最長５年

12人 17万3089人

11分野 12分野
［建設］
［農業］など

可能

「
た
た
き
台
」
が
示
し
た
新
制
度
の
イ
メ
ー
ジ
人
数
は
６
月
末
現
在 両制度のつながりに重点

技能実習
人材育成に

よる国際貢献

最長５年

原則不可

88職種
［建築板金］
［畜産農業］など

35万8159人

目的

在留
期間

対象

人数

転籍

家族帯同在留期間

更新に
上限なし

最長５年

最長５年

対象

２分野

１１分野へ

１２分野

８７職種

特定技能の人数は今年３月末、技能実習生は昨年末時点

試験への合格
などが条件

３年以上の実習
で移行可能

特定技能２号
11人

特定技能２号
15万4864人

技能実習生
32万4940人

技能実習生と特定技能１号、２号
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２０２４年、火災保険料はさらに値上げへ！６５

（出典） 2023年9月28日 ダイヤモンド不動産研究所 『2024年、火災保険料はさらに値上げへ！ 来年度の火災‥‥』

◇2024年後半、またしても火災保険料が改定となる見通し。損害保険料率算出機構は、
2023年6月に金融庁へ参考純率改定を届け出。◇今回の改定によって、参考純率が全国
平均で13%上昇。また、市区町村別に水災リスクを5区分に分けて評価し、水災リスクが
高い地域ほど水災補償の保険料率が高くなる仕組みへと変更になる。

【火災保険参考純率 都道府県別の改定率の例 】
※保険金額：建物 2,000万円 家財 1,000万円 築10年以上

都道府県 Ｈ構造
（木造などＴ、Ｍ構造以外の建物）

Ｔ構造
（鉄鋼造など耐火、準耐火の建物）

Ｍ構造
（マンションなど）

岩手県 ＋9.2% ＋13.9% ＋12.5%

宮城県 ＋7.2% ＋14.2% ＋11.0%

【各都道府県別 等地別水災補償料率改定の例 】
※Ｈ構造（木造など）、保険金額：建物 2,000万円 家財 1,000万円 築10年以上

参考純率全体の改定率 水災等地別の改定率

都道府県 改定率
改定率

１等地 ２等地 ３等地 ４等地 ５等地

岩手県 ＋9.2% ＋2.0% ＋6.1% ＋10.6% ＋15.6%

宮城県 ＋7.2% ▲0.8% ＋3.7% ＋8.7% ＋14.3% ＋20.6%

住まいの地域の水災等地の検索 損害保険料率算出機構 水災等地検索
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相続のルールが激変する 「２０２４年問題」６６

※週刊東洋経済 2023 8/12-19合併特大号 『知らないと大変！ 相続・登記・空き家 2024年問題』

背景

相続登記（名義変更）が進まないことで所有者がわからない、または所在が不明な土地が年々増加している

ルール大改正

相続土地国庫帰属制度

 相続した不要な土地を手放して国庫

に帰属させる制度

 適用条件が厳格で、審査手数料に加

え１０年分の土地管理費用相当額とし

て負担金を国に支払う必要がある

２０２３年４月～ ２０２４年４月～

相続登記の申請義務化

 不動産を取得した相続人は所有権を

取得したことを知った日から３年以内

に相続登記 （名義変更）の申請をし

なければならない

 義務に違反した場合は１０万円以下

の過料

２０２４年４月～

相続人申告登記

 遺産分割の話し合いがまとまらない

場合などに、相続人であることをいっ

たん法務局に申し出ることで相続登

記の申請義務を果たすことができる

 自身の戸籍謄本などを提出すれば済

む

２０２６年４月までに開始

所有不動産記録証明制度

 亡くなった親 （被相続人） が所有する

不動産が複数あり不明な場合など

に、全国の不動産を検索し登記内容

をリスト化した証明書を発行してもら

える制度

住所等の変更登記の申請義務化

 住所や氏名を変更した日から２年以

内に変更登記の申請をしなければな

らない

 正当な理由がなく義務に違反した場

合は５万円以下の過料

職権などによる住所変更登記

 住所などの変更登記の手続きの簡素

化・合理化を図るため、個人の場合は

住基ネットから取得した情報に基づ

き、登記官が職権で住所などの変更

登記をする仕組み
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「管理不全空き家（空き家予備群）」も 固定資産税の減額解除へ６７

※ 2023年6月14日 国土交通省 『空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律』

「管理不全空き家等」の新設
固定資産税を減免する特例の対象から除外

代執行手続き簡略化
緊急時の勧告などの手続きを簡略化して適切な除却を促進

「空き家等活用促進区域」の新設
中心市街地や観光地などで接道や用途の規制を緩和

ＮＰＯなどを支援法人に規定
物件のマッチングなどの円滑化を支援

空き家法改正の主なポイント （2023年6月14日公布）（2023年12月13日施行）

〇 空家の増加が見込まれる中、周囲に著しい悪影響を及ぼす「特定空家」になることを待つことなく、特定空家に
なる前の段階から、管理の確保を図ることが必要。

背景・必要性

改正概要

特定空家化を未然に防止する管理

・国が空家の管理指針を告示。【改正法第6条第2項第3号】

＜管理指針で定めることが想定される管理の方法（例）＞

・所有者が定期的に、空家の換気、通水、庭木の伐採等を行う
・自ら管理できない場合は、空家等管理活用支援法人等

に管理を委託するなどにより、空家を適切に管理する

・市区町村長は、放置すれば特定空家になるおそれのある
「管理不全空家」に対し、管理指針に即した措置を「指導」。

＜管理不全空家のイメージ＞

・指導してもなお状態が改善しない場合には「勧告」が可能。
勧告を受けたときは、当該空家の敷地に係る
固定資産税等の住宅用地特例（※）を解除。
※小規模住宅用地（200㎡以下の部分）：1/6に減額

一般住宅用地（200㎡を超える部分）：1/3に減額

【改正法第13条、附
則第5条（地方税法第
349条の3の2）】

＜状態＞

空家の発生

管理不全

特定空家

【良】

【悪】

活用

除却等

悪化の
防止

指導
勧告

指導・勧告・
命令・代執行

約2万戸

約50万戸


